
収入印紙１５００円 

 （消印しない） 

破産手続開始・免責許可申立書（管財用） 

現 住 所 （ 送 達 場 所 ） 

（方書も記載） 

〒   － 

住 民 票 上 の 住 所 

（現住所と違うとき） 

〒   － 

ふ り が な  

申 立 人 氏 名  

生 年 月 日 □大正□昭和□平成□西暦  年  月  日 

連 絡 先 電 話 番 号     -    -     自宅・勤務先・携帯・（  ） 

最初の借入後に変動があ

る場合の旧住所・旧氏名 

旧住所 

旧氏名 

代 理 人 等 住 所 

（弁護士又は司法書士） 

〒   － 

代 理 人 等 氏 名 

（弁護士又は司法書士） 

 

代 理 人 等 連 絡 先     -    -     

 

申立ての趣旨 

   申立人（債務者）につき破産手続を開始する。 

   破産者につき免責を許可する。 

  との決定を求める。 

申立ての理由 

   申立人（債務者）は別紙陳述書及び債権者一覧表のとおりの債務を負担す

るところ，その収入，財産は別紙陳述書及び財産目録記載のとおりであっ

て，支払不能の状態にあります。 

   よって，申立ての趣旨記載のとおりの決定を求めます。 

  平成  年  月  日 

            申立人               印 

鳥取地方裁判所 御中 

貼用印紙     円  

郵便切手     円  

 

 



収入印紙１５００円 

 （消印しない） 

破産手続開始・免責許可申立書（同時廃止用） 

現 住 所 （ 送 達 場 所 ） 

（方書も記載） 

〒   － 

住 民 票 上 の 住 所 

（現住所と違うとき） 

〒   － 

ふ り が な  

申 立 人 氏 名  

生 年 月 日 □大正□昭和□平成□西暦  年  月  日 

連 絡 先 電 話 番 号     -    -     自宅・勤務先・携帯・（  ） 

最初の借入後に変動があ

る場合の旧住所・旧氏名 

旧住所 

旧氏名 

代 理 人 等 住 所 

（弁護士又は司法書士） 

〒   － 

代 理 人 等 氏 名 

（弁護士又は司法書士） 

 

代 理 人 等 連 絡 先     -    -     

 

申立ての趣旨 

   申立人（債務者）につき破産手続を開始する。 

   本件破産手続を廃止する。 

   破産者につき免責を許可する。 

  との決定を求める。 

申立ての理由 

   申立人（債務者）は別紙陳述書及び債権者一覧表のとおりの債務を負担す

るところ，その収入，財産は別紙陳述書及び財産目録記載のとおりであっ

て，支払不能の状態にあるとともに，財産をもって破産手続の費用を支弁す

るのに不足する状態にあります。 

   よって，申立ての趣旨記載のとおりの決定を求めます。 

  平成  年  月  日 

            申立人               印 

鳥取地方裁判所 御中 

貼用印紙     円  

郵便切手     円  

 

 

 



添 付 書 類 等 

全件共通 

添付した書類 通数 備考欄 

１ 陳述書   

２ 債権者一覧表   

３ 財産目録   

４ 住民票写し  世帯全員のもの・マイナンバー

（個人番号）の記載のないもの  

５ 所得証明書又は給与明細書  給与明細書は直近３か月分 

６ 預貯金通帳の写し  表紙及び過去１年分（申立直前

に記帳，一括記載がある場合は

取引明細書も必要） 

※以下の書面につき，添付したものは□に✔（又は■）をする。 

申立てごとに必要となる書面（備考欄に該当する場合に提出する） 

添付した書類 通数 備考欄 

□ 賃貸借契約書の写し  借家に居住している場合 

□ 保険証券の写し及び解約返

戻金額証明書 

 申立人が契約者の場合 

□ 退職金見込額証明書（又は退

職金支給規程及び計算書） 

 役員又は勤続５年以上の場合 

□ 不動産登記簿謄本及び固定

資産評価証明書 

 申立人が不動産を所有してい

る場合（同居の親族が所有し

ている不動産に居住している

場合は当該不動産の登記簿謄

本も提出する） 

□ 被担保債権残額を証する書面  抵当権が設定されている場合 

□ 不動産を処分した際の契約書等  過去１年以内に処分した場合 

□ 車検証写し  申立人又は同居の親族が自動

車を所有している場合 

□ 自動車の査定書  初年度登録から普通自動車７年

以内，軽自動車５年以内の場合 

□ 有価証券の写し  株式，出資金等を有する場合 

□ 生活保護受給証明書  生活保護を受給 

□ 公的年金受給証明書  公的年金を受給 

□ 失業保険受給証明書  失業保険を受給 

□ 商業登記簿謄本  会社代表者の場合 

□ 確定申告書（直近２期分），決

算書及び事業者用追加陳述書 

 会社代表者又は個人事業主

（現在又は申立前５年以内） 

※ 上記の書類は，いずれもマイナンバー（個人番号）の記載のないものを提出してください。 

郵便切手 ５００円（２枚），８２円（債権者数＋６枚），５０円（１枚） 

２０円（１枚），２円（１枚） 

封筒 債権者あて（各１通，宛名が記載されたもの） 
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陳  述  書 

 

作成日 平成  年  月  日 

        申立人（債務者）氏名            印 

 

 私は，破産手続開始・免責許可申立事件について，以下のとおり陳述します

（□を付した項は該当するものに✔（または■）を付す。）。 

 

第１ 経歴等 

  (1)  最終学歴 昭・平  年  月         卒業・中退 

  (2） 最終学歴後の経歴（最後の職業は(3）に記載する） 

時期 □自営□勤め□パート・アルバイト□無職□その他 

就業先（会社名等） 地位・仕事の内容 

  年  月～  年  月 □自営□勤め□パート・アルバイト□無職□その他 

  

  年  月～  年  月 □自営□勤め□パート・アルバイト□無職□その他 

  

  年  月～  年  月 □自営□勤め□パート・アルバイト□無職□その他 

  

  年  月～  年  月 □自営□勤め□パート・アルバイト□無職□その他 

  

  (3） 現在の職業 

   □自営□勤め□パート・アルバイト□無職□その他 

   就職（起業）した時期 平成  年  月 

   勤務先            

   地位・仕事の内容              

   給料・収入 月約  万円 賞与 年 約   万円 
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  ※ 最近３か月分の給与明細書の写しまたは過去１年分の源泉徴収票の写しまた

は課税証明書の原本を提出してください。 

    現在，事業を営んでいる人または過去５年以内に事業を営んでいたことがあ

る人（会社代表者含む）は，事業（事業内容，負債内容及び従業員の状況など）

に関する陳述書及び自営の場合は過去２年分の確定申告書の写しを，会社代表

者は会社の過去２年分の確定申告書及び決算報告書の写しを提出してください。 

  (4） (3）以外の申立人の収入（年金，生活保護，養育料など） 

   □ ない。 

   □ ある。 

種類 月額 

 円 

  ※ 年金の受給証明書，生活保護の受給証明書等を提出してください。 

  (5） 最近１年以内に離婚または離縁したことが 

   □ ない。 

   □ ある。 平成  年  月  日（相手の氏名         ） 

     その際に財産分与，慰謝料及び養育費等の取り決めをしたことは 

      □ ない。 

      □ ある。 

相手の氏名 対象物等 譲渡または譲受 金額 

         円 

         円 

      ※ 不動産が対象となる場合は，登記事項証明書を提出してください。 

       ※ 内容を約束した書面があれば提出してください。 
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第２ 生活状況等 

  (1) 配偶者（内縁や別居も含む），同居の家族 

続柄等 氏名 年齢 職業・学年 収入の種類及び月額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

  ※ 「収入」欄は，収入の種類（給料，年金，公的扶助等）及び月額を記載する。 

(2） 申立人と同じ家計で生活している者 

   ア 上記(1)「配偶者，同居の親族」欄に記載の者 

     □全員 

     □一部（氏名                       ） 

   イ 上記(1)「配偶者，同居の親族」欄に記載した以外の者（親族でない

同居人，扶養している別居家族等） 

     □ない。 

     □ある。 

関係 氏名 年齢 職業・学年 収入の種類及び月額 

 

 

 

 

 

 

   

  ※ 「収入」欄は，収入の種類（給料，年金，公的扶助等）及び月額を記載する。 

  (3） 申立人，家族等に関する特記事項（健康状態等） 

 

  (4） 現在の住居の状況 

   □自己所有の家屋 □親族（氏名        ）所有の家屋（無償） 

   □借家・賃貸マンション・アパート □市営住宅・県営住宅 
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   □その他（          ） 

  ※ 自己所有家屋または親族所有家屋に居住している場合は不動産登記事項証明 

書を，借家に居住している場合は賃貸借契約書の写しをそれぞれ提出してくだ 

さい。 

  (5） 家計の状況 

    別添家計収支表のとおり 

  (6） その他特記事項（親族からの援助可能性等） 

 

 

第３ 資産状況等 

   現在の資産は，別添財産目録のとおり 

  (1) ５年以内に相続人になったことは 

   □ ない。 

   □ ある。 

    □ 遺産分割未了 

被相続人の氏名・続柄・死亡日 被相続人の資産・相続分 

  

    □ 遺産分割済み 

被相続人の氏名・続柄・死亡日 遺産分割の時期・取得した資産・使途 

  

  ※ 遺産分割未了の場合は，相続関係を証する戸籍謄本及び相続関係図を提出し 

てください。 
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  (2） 最近１年以内に退職したことは 

   □ ない。 

   □ ある。 退職した勤務先（             ） 

    その際，支給された退職金は 

    □ ない。 

    □ ある（          円）。 

      使途                            

     ※ 支給明細書等を提出してください。 

  (3） 現在の勤務先に退職金制度は 

   □ ない。 

   □ ある。 

     仮に，現在退職したと仮定した場合，支給される見込みの退職金は 

      □ ない。 

      □ ある（約           円）。 

    ※ 退職金見込額証明書もしくは就業規則の写しを提出してください。 

この問いは，現実に退職することを命令するものではなく，単に，現在

仕事を辞めたと仮定した場合の退職金支給額を尋ねるだけです。 

  (4） 最近１年以内に処分した資産（不動産，高価な動産等）は 

   □ ない。 

   □ ある。 

処分した資産 処分の相手 処分年月日 代金額 

    

   ※ 上記の内容がわかる資料を提出してください。 
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第４ 負債状況等 

   現在の負債状況は，別添債権者一覧表記載のとおり 

(1) 多額の借金に至った理由は以下のとおりです。 

  次の①から⑥の中から，あてはまるもの（複数にあてはまる場合は全て）を選

んでチェックし，さらに⑦に具体的な事情を記載してください。 

□ ① 生活費が足りなかったためです。 

※ 当時の職業，収入（月収）及び生活費が足りなくなった具体的な理由 

を，⑦に記載してください。 

  □ ② 飲食，飲酒，旅行，趣味としての商品購入（絵画，パソコン，

服，健康器具等），ギャンブル，風俗等にお金を使いすぎたためで

す。 

     ※ 具体的な事情（いつ頃，何に，いくら使ったか，動機等）を⑦に記載 

してください。 

 □ ③ 事業の経営に失敗したためです。 

     事業資金として使った金額 合計        円 

 □ ④ 住宅ローンが払えなくなったためです。 

      当時の職業           月収      円 

      購入物件 □土地□建物□マンション□その他 

      購入時期 昭和・平成   年   月頃 

      購入金額 合計           円 

      月々の返済金額           円 

      ※ 住宅ローンが支払えなくなった具体的な事情を⑦に記載してく 

ださい。 

□ ⑤ 他人（会社を含む）の借金を保証したためです。 

主たる債務者 関係 保証時期 保証金額 現在残額 

  年  月頃      円      円 

  年  月頃       円      円 

     年  月頃      円      円 

  □ ⑥ その他の事情（具体的な事情は⑦のとおり） 
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  □ ⑦ それぞれの具体的な事情は次のとおりです。 

 

(2） 借金等を完済するのは無理だと思うようになった時期は， 

平成（    ）年（   ）月ころである。 

その頃の月々の約定返済額は      円です。 

その理由 □ 利息が増えて支払額が収入を超えるようになった。 

     □ 収入が減った。 

     □ 勤務先を解雇された。 

     □ 借金の申込みを断られた。 

     □ その他                       

その後，借金をしたことが 

 □ ない。 

 □ ある。 

   時期 平成  年  月  金額        円 

   借入先                      

(3） 借金の返済ができないと思い始めてから一部の債権者に支払ったこ

とが 

  □ ない。 

  □ ある。 

債権者名 支払期間 支払金額 

 平成  年  月～ 年 月        円 

 (4） 手形不渡りを出したことまたは銀行取引停止処分を受けたことが 

  □ ない。 

  □ ある。 
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手形所持人 時期 手形金額 事由 

 平成  年  月頃       円 不渡・取引停止 

 平成  年  月頃       円 不渡・取引停止 

 

第５ 債権者との状況 

   債権者との間での裁判，差押え等は 

  □ ない。 

  □ ある。 

債権者名 裁判所名 事件の内容・事件番号（差押え，支払督

促，訴訟，調停等） 

   

  ※ 債務名義及び差押命令等の写しを提出してください。 

 

第６ これまでの生活状況等 

(1) バー，クラブ，スナック，風俗等に行ったことが 

 □ ない。 

 □ ある。 

内容 期間 月平均回数 月平均使用金額 

  年 月～ 年 月     回        円 

  (2） ギャンブル（パチンコ，競馬，競輪，競艇，麻雀，宝くじ等）をし

たことが 

□ ない。 

□ ある。 

内容 期間 月平均回数 月平均使用金額 

  年 月～ 年 月     回        円 
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 (3） 投資，投機（株式，マンション，先物取引等）をしたことが 

  □ ない。 

  □ ある。 

内容 期間 月平均回数 月平均使用金額 

  年 月～ 年 月     回        円 

(4） 過去５年間に２０万円以上のものを買ったことが 

 □ ない。 

 □ ある。 

品名 購入時期 購入金額 保管場所，処分状況 

     年  月頃     円  

  (5） カードで買った商品をお金に換えたり，質入れしたことが 

   □ ない。 

   □ ある。 

品名 購入時期 購入価格 換金時期 換金額 

  年  月頃     円  年 月頃     円 

 (6） 自分の財産を手元に残すために隠したり，壊したり，安く売却 

したことは 

□ ない。 

□ ある。 

品名 購入時期等 購入価格 換金時期等 換金額 

  年  月頃     円  年 月頃     円 

 (7） 借金等の申込みの際に住所，氏名，生年月日，収入状況，負債 

状況等を偽ったことが 

□ ない。 
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□ ある。 

申込みの相手 時期 借入金額 偽りの内容 

     年  月頃     円  

(8） 借金等の申込みを断られたことが 

  □ ない。 

  □ ある。 

申込みの内容 時期 申込みの相手 断られた理由 

     年  月頃   

第７ 関連事件等 

(1)  過去に，破産免責手続を利用して，免責の決定を受けたことが， 

□ ない。 

□ ある。 平成   年  月  日 免責決定 

裁判所名：    地方裁判所   支部 

破産事件の事件番号：平成  年（フ）第    号 

(2） 給与所得者等再生による再生手続を利用して再生計画が認められ，そ 

の再生計画に定められた弁済を終了したことが， 

□ ない。 

□ ある。 平成  年  月  日 再生計画認可決定 

裁判所名：        地方裁判所   支部 

事件番号：平成  年（再ロ）第    号 

再生計画に定めた弁済の終了：平成  年  月  日 

(3） 再生手続を利用して再生計画が認められたが，その再生計画による弁 

済を行っている途中で，弁済を続けることが極めて困難となり，再生手 

続による免責（ハードシップ免責）の決定を受けたことが， 

□ ない。 

□ ある。 平成  年  月  日 再生計画認可決定 
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裁判所名：    地方裁判所   支部 

再生事件の事件番号：平成  年（再イ・ロ）第   号 

 ※ 破産，免責，個人再生に関する決定書の写しを提出してください。 

 



住居費 

  駐車料代

給　与 (                     分)

自営による収入（申立人分）

自営による収入 （            分） 電気代

ガス代

年　金 (                     分) 水道代

雇用保険 （　　   　　    分） 電話料金 (携帯電話代含む)

生活保護 （　　   　　    分） 日用品代

新聞代

国民健康保険料（国民年金）

援助 （　　　　　　　　    から）

その他 （　　　　　　　　    ）

ガソリン代
車名義

交通費

医療費

被服費

教育費 

交際費 

債務返済額 （債務者　　　　）

固定資産税等

その他 （                       ）

収　　　　　入 支　　　　　出

給　与 （配偶者分）

費　　目 金額（円） 費　　目 金額（円）

給　与 （申立人分）
家賃・地代・
住宅ローン

車名義

食　費

嗜好品代

生活保護費

児童（扶養）手当

年　金 （申立人分）

収　入　合　計 支　出　合　計

家 計 収 支 表

保険料（契約者名　　　　　　）

保険料（契約者名　　　　　　）



当初借入日 最終支払日 原因・使途

保証人の有無
（原因は，該当するもの
を選択する）

（保証人名）
（保証債務の場合は主
債務者名を記載する）

　　　・　　　・ 　　　・　　　・ 原因 A　B　C　D

使途・内容

円 円 （　　　　　　　　　）

□なし

　　　・　　　・ 　　　・　　　・ 原因 A　B　C　D

使途・内容

円 円 （　　　　　　　　　）

□なし

　　　・　　　・ 　　　・　　　・ 原因 A　B　C　D

使途・内容

円 円 （　　　　　　　　　）

□なし

　　　・　　　・ 　　　・　　　・ 原因 A　B　C　D

使途・内容

円 円 （　　　　　　　　　）

□なし

　　　・　　　・ 　　　・　　　・ 原因 A　B　C　D

使途・内容

円 円 （　　　　　　　　　）

□なし

　　　・　　　・ 　　　・　　　・ 原因 A　B　C　D

使途・内容

円 円 （　　　　　　　　　）

□なし

３　「原因」欄は，A＝現金の借り入れ，，B＝物品購入，C=保証，D=その他を記載してください。

□あり
（　　　　　　　）

　〒　　　－

  TEL         (        )  

　　　　２　各ページにはページごとの小計金額を最後のページには総合計金額を記載してください。

小　計

総合計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

（注）　１　債権者ごと（支店が異なる場合は各支店ごと）に番号を付し，同一債権者に２口以上の借り入れ等
　　　　　　がある場合は，枝番を付けた上，借入等ごとに１欄を使用してください。

□あり
（　　　　　　　）

　〒　　　－

  TEL         (        )  

□あり
（　　　　　　　）

　〒　　　－

  TEL         (        )  

□あり
（　　　　　　　）

　〒　　　－

  TEL         (        )  

□あり
（　　　　　　　）

　〒　　　－

  TEL         (        )  

債　権　者　一　覧　表

　〒　　　－

  TEL         (        )  

□あり
（　　　　　　　）

債権者氏名（名称）

債権者住所（所在地）
番号

受任通知発送日（平成　　年　　月　　日）

当初借入額 債権額（残額）



種類 内容 財産価格

現金

合計 円

注２ 備考欄には，債権者からの差押えや相殺があるもの，あるいは担保が設定されているものはその旨
を，また，その他参考となる補足事項を記載する。相続財産（遺産分割未了のものを含む）は，相続人の
割合，相続人の数，遺産の内訳等を記載する。

□なし

種類 内容 財産価格

備考

保管場所

財　産　目　録

金融機関名 口座番号

注１　該当する財産がない場合は，種類欄の「なし」の□に✔(または■)をする。

注３　該当する財産がある場合は，それぞれ備考欄の※印で記載した書類を添付する。

金額

金融機関名

□なし

預貯金

普通預金 金額

口座番号 金額

□なし

※ 通 帳 等 の
写し（１年分）
を添付

合計 円

※ 通 帳 等 の
写し（１年分）
を添付

注４　定期預金等を担保とした貸付がされている場合は，通帳記載の定期預金等の残高から貸付残高を
控除した額を記載する。当該金融機関からの借入れ等の反対債権があり，相殺が確実に見込まれる場合
は，相殺後の残高を記載する。

備考

（普通預金を除
く）

1



□解約済（H   .    .    ）
（使途　　　　　　　 　　）
□失効
□未解約

□なし

円

円

□解約済（H   .    .    ）
（使途　　　　　　　 　　）
□失効
□未解約

□解約済（H   .    .    ）
（使途　　　　　　　 　　）
□失効
□未解約

（社内積立，財
形貯蓄，事業
保証金等）

円

備考

契約年度 金額

□なし

※ 積 立 金 等
の書類写しを
添付

注６ 直ちに返還を受けられる性質のものだけではなく，勤務先を退職しないと返還されない約定があるも
のも記載する。

合計

内容

内容 財産価格

注５　契約者貸付を受けている場合は，解約返戻金額から貸付残高を控除した金額を記載する。

保険会社名 契約年度 解約払戻金額

会社名

□解約済（H   .    .    ）
（使途　　　　　　　 　　）
□失効
□未解約

積立金等

種類

種類 財産価格

円

円

円

合計
（未解約分）

円

備考

解約の有無・使途

円

保険解約
返戻金

※ 保 険 証 書
の写しと返戻
金 予 定 額 証
明書を添付月額保険料証券番号

円

円
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回収可能性
□あり
□なし
回収可能性
□あり
□なし

財産価格

□なし

貸付金
求償金等

※ 退 職 金 見
込額証明書も
しくは就業規
則を添付

内容

貸付等の相手名及び内容

貸金業者名

回収可能性
□あり
□なし

勤続年数 退職金見込額

備考

注７　貸付先の倒産や資産欠乏等の事情がある場合は，回収可能性の有無について具体的に記載する。

合計 円

備考

　　回収可能性がない事情については，以下のとおりである。

過払金

□なし
□不明

備考

貸付等の残額

合計 円

金額

種類

退職金
請求権

勤務先

注９　破産手続申立時に退職した場合に支給される予定額の８分の１相当額を記載する。ただし，既に退
職した場合又は近日中に退職予定の場合等，退職金が確実に支払われる事情がある場合は，支給見込
額の４分の１を記載する。ただし，雇用主からの借入金がある場合，原則として相殺の対象となるため，退
職金見込額から借入金を控除した金額に上記割合を乗じた金額を記載する。

□なし

種類 内容 財産価格

種類

注８　利息制限法への引直し計算をした後の過払金元本額を記載する。

内容 財産価格

合計 円
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時価評価額

財産価格 備考

※ 登 記 簿 謄
本 及 び 名 寄
帳を添付

財産価格

自動車
※ 車 検 証 の
写しを添付

所有権留保
□あり
□なし

所有権留保
□あり
□なし

不動産

備考

円

□なし

注10 時価評価額は，不動産鑑定書ないし査定書により判断する。ただし，これらがないときは固定資産
評価額を基準とした上，不動産の性状（相続財産（遺産分割未了のものを含む）は，相続人の割合，相続
人の数，遺産の内訳等を記載する。），立地条件等に照らして２０万円以上での売却が極めて困難と認め
られるかどうかを踏まえて判断する。また，当該不動産に担保権が設定されている場合，被担保債権額の
残額が不動産の固定資産評価額の１．５倍以上のオーバーローンであるときは資産として評価しない（被
担保債権額の残額を示す資料を添付）。

合計 円

□なし

種類 内容

　２０万円以上での売却が極めて困難と認められる事情については，以下のとおりである。

内容

車種 登録番号 時価評価額

所在地及び地番 地目または家屋番号

注11　レッドブックもしくは業者による査定資料により実質的価値を判断する（査定書を添付）。また，複数
の自動車を所有する場合は，実質的価値の合計額により判断する。ただし，初年度登録から普通自動車
は７年，軽自動車は５年以上を経過したのもの（ハイブリッド車，電気自動車，外国製自動車，排気量２４０
０ｃｃを超えるものを除く）については，無価値とする。

合計

種類
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注12　ごく一般的な通常の生活に必要な物や家族の特有財産は除く。業者の査定資料による処分価額を
記載する（異なる種類の動産の価額も合計して20万円以上か否かにより判断する）。査定書がない場合
は，購入時の金額を記載する。

□なし

（財産分与，相
続財産，交通
事故による損
害賠償金等）

種類 内容 財産価格 備考

近日中に取得
することが見込

まれる財産
種類 取得予定年月日 金額

注13　株式，手形等については振出人等からの回収可能性の有無について具体的に記載する。

種類 内容 財産価格 備考

　　回収可能性がない事情については，以下のとおりである。

回収可能性
□あり
□なし

回収可能性
□あり
□なし

前記以外の財
産 種類（発行会社） 数量 時価評価額

※有価証券等
の写しを添付

□なし

（株式，出資
金，会員権
等）

自動車以外の
動産 時価評価額

※ 査 定 書 を
添付品名 購入年度

財産価格 備考種類 内容

（貴金属，着
物，電化製品
等）

合計 円

合計 円

□なし

注14　申立人が現在居住している居住用賃借物件の貸借保証金及び敷金は，破産財団を構成しない財
産とみなす。

合計 円
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事業者用追加陳述書 
 

以下の内容について，正直に申し述べました。 

記載日：平成   年  月  日 
 

氏 名               印 
（自署したものを提出してください） 

 

 
第１ 事業内容 

１ 事業の概要等 
（１） 私は，□個人事業主です（でした）。 

屋号は             です。 
□会社代表者です（でした）。 

会社名は            です。 
 
   ◆被用者に等しい場合にチェック又は記載してください。 

□からだ一つで現場に行く専属的下請け（いわゆる「一人親方」）でした（です）。 

□発注元工場の敷地内で設備等を提供されて仕事をしていました（しています）。 

□次のような事業形態です。 

                                    

                                    

（２） 事業内容は，次のとおりです。 
                                 
                                 

（３） 上記事業を始めたのは，□昭和 □平成    年   月ころ 
です。 

（４）  月商は， 

①多いとき，（平成    年ころ）で，約    万円くらいありま 

した。 

■この陳述書は， 
①個人事業者 
②会社代表者で会社の破産 

  申立てが未了の場合 
 
に作成するものです。 

以下の資料を 
提出します。 

 
□商業登記簿謄本 

 以下の内容について，申立人から説明を受けて確認しております。 
 ⇒□申立代理人において，別紙報告書のとおり，補足説明を加えています。 

平成   年   月   日 
申立代理人                  印 
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②今回の申立て直近のころは，約    万円くらいありました。 

２ 事業継続の有無 

（１）□事業は今も続けています。 

①□今後も続けるつもりです。 

⇒□事業を続けても，新たな債務を負うことは 

ありません。 

□事業を続けると，新たな債務を負う場合があります。 

②□廃業するつもりです。 

⇒廃業時期は，平成   年   月   日（ころ）です。 

③□事業を引き継ぎました。（引き継ぐ予定です）。その内容は次のとお

りです。 

⇒                              

 

（２）□事業はやめました。⇒平成   年   月   日（ころ）です。 

◆手形不渡りは， 

□ありません。 

□あります。 

⇒平成  年  月  日 

 平成  年  月  日 

⇒平成  年  月  日に銀行取引停止処分を受けました。 

◆税務署あるいは許認可行政庁に事業廃止届け等を 

□しました。⇒平成  年  月  日 

 

□していません。 

 

３ 従業員等 

（１）事業をやめた（事業を続けている場合は，今回の破産申立てを委任した）

頃，従業員は， 

□いませんでした。 

□   人いました（うち，親族は   人です。）。 

◆上記従業員は， □解雇しました。⇒平成  年  月  日 

□                    

◆上記従業員は，現在も  人います（うち親族は  人です。）。 

 

（２）従業員に対する未払い給料は 

以下の資料を提出します。 

□事業収支一覧表 

（申立前３か月分） 

次の資料を提出します。 
□事業廃止届け（写し） 
□その他届け出書類（写し） 

次の資料を提出します。 

 □不渡時期を証する資料 
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□ありません。 

⇒平成  年  月  日，   人に対し，合計   万円支払い

ました。 

その原資は                      です。 

□   人に対し，合計    万円あります。 

◆それは，債権者一覧表の番号               です。 

 

（３）独立行政法人労働者健康安全機構に対する立替払請求制度は 

□手続中です。 

□従業員に説明だけはしました。⇒説明平成  年  月  日 

□説明していません。 

 

４ 帳簿・印鑑類の保管状況 

□現在           が保管しています。 

□次の事情により保管していません。 

                               

                               

 

５ 手形・小切手用紙の保管状況 

□もともと使用していません。 

□現在            が保管しています。 

□次の事情により保管していません。 

                               

                               

 

６ 自動車等の保管状況 

□もともと所有していません。 

□現在（誰が）        が（どこで）          保管し

ています。 

◆鍵の保管状況                           

□次の事情により保管していません。 
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７ 商業帳簿の記帳状況及び粉飾決済の有無 

① □記帳していました。⇒帳簿の種類は，           です。 

□全く記帳していませんでした。事業収支の管理・把握方法は次のとお

りです。 

                                

②粉飾決済の有無  □無  □有（詳細な内容は， □次のとおり 

 □別紙のとおり） 

                                

 

８ 税務申告の方法 

□青色申告  □白色申告 でした。 

□申告したことはありません。 

 

 

第２ 営業用施設について 

１ 営業用施設 

□必要としませんでした。 

□住所地の住居を，次の用途に利用していました（います）。 

⇒□事務所  □店舗  □工場  □倉庫  □その他（     ） 

□住居とは別に，次の営業施設がありました（あります）。 

⇒□①事務所：□自己所有物件 ／ □賃借物件  

 □無償で使用⇒（所有者      ） 

◆所在地：                       

□②店 舗：□自己所有物件 ／ □賃借物件 

 □無償で使用⇒（所有者      ） 

◆所在地：                       

□③工 場：□自己所有物件 ／ □賃借物件  

 □無償で使用⇒（所有者      ） 

◆所在地：                       

□④倉 庫：□自己所有物件 ／ □賃借物件  

 □無償で使用⇒（所有者      ） 

◆所在地：                       

□⑤資材置場：□自己所有物件 ／ □賃借物件  

 □無償で使用⇒（所有者      ） 

◆所在地：                       

以下の資料を提出します。 

□確定申告書控えの写し 

（直近２年分） 
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□⑥その他：□自己所有物件 ／ □賃借物件  

（      ） □無償で使用⇒（所有者      ） 

◆所在地：                       

 

２ 賃借 ／ 無償使用物件の明渡し（原状回復）状況は，次のとおりです。 

（１）□明渡し済み（原状回復済み）の物件は次のとおりです。 

①上記番号[  ・  ・  ]の物件 

⇒明渡し時期：平成  年  月  日 

②上記番号[  ・  ・  ]の物件 

⇒明渡し時期：平成  年  月  日 

◆敷金・保証金の返還は 

□ありました。⇒  万円です。 

そのお金は 

□残っています。⇒  万円あります。 

その保管方法は            

□残っていません。 

⇒□生活費に使いました。 

□債務の返済にあてました。 

その返済先は                です。 

□その他⇒                   

以下の書類を提出します。 

□明渡しを証する資料 

[         ] 

の物件 

以下の資料を提出します。 
□自己所有物件         の □賃貸物件         の 

□不動産登記簿謄本 □賃貸借契約書（写し） 

□固定資産評価証明書 □契約書はありません。 

□査定書（□１通 □２通） □紛失しました。 

□鑑定書 □もともと作成していません。 

 □資料の授受を示す資料 

（競売手続が進行している場合） 
□競売開始決定（写し） 

□売却許可決定（写し） 

 

★下線部には営業施設の番号を記入してください。 

★自己所有物件については，不動産登記簿謄本と固定資産評価証明書を必ず提出

してください。 

★書ききれない場合には別紙を作成して添付してください。 
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□ありません。 

□[□未払い賃金 □原状回復費用]と相殺されました。 

□その他⇒                        

 

（２）□明渡し（原状回復）未了の物件があります。 

①上記番号[   ]の物件 

□貸主と明渡しについて合意ができています。 

◆明渡し予定は，平成   年   月   日です。 

◆敷金・保証金の返還は，  

□ありません。⇒[□未払賃料 □原状回復費用]と相殺予定。 

□あります。⇒    万円返ってくる予定です。 

□何の話もできていません。 

◆使用物件には 

□産業廃棄物や残土が放置されたままです。 

□毒物・劇薬が放置されたままです。 

□                  が残ったままです。 

◆敷金・保証金の返還の見込は， 

□ありません。⇒[□未払賃料 □原状回復費用]と相殺予定。 

□あります。⇒    万円返ってくる見込みです。 

②上記番号[   ]の物件 

□貸主と明渡しについて合意ができています。 

◆明渡し予定は，平成   年   月   日です。 

◆敷金・保証金の返還は，  

□ありません。⇒[□未払賃料 □原状回復費用]と相殺予定。 

□あります。⇒    万円返ってくる予定です。 

□何の話もできていません。 

◆使用物件には 

□産業廃棄物や残土が放置されたままです。 

□毒物・劇薬が放置されたままです。 

□                  が残ったままです。 

◆敷金・保証金の返還の見込は， 

□ありません。⇒[□未払賃料 □原状回復費用]と相殺予定。 

□あります。⇒    万円返ってくる見込みです。 

③特記事項 
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３ 自己所有物件の状況について 

□産業廃棄物や残土が残っています。 

□毒物・劇物が残っています。 

□その他 

                              

                              

 

第３ 営業用資産について 

１ リース物件について 

□もともとありません。 

□業者に返還しました。⇒平成  年  月  日 

□まだ残っています。 

◆残っている物件は，                   です。 

◆その債権者番号は，                   です。 

□別紙（リース物件一覧表）を作成して添付しました。 

 

２ 原材料・半製品・製品（在庫品），機械工具類，什器備品等の動産類について 

（１）□別紙財産目録記載のとおりです。 

□もともとありません。 

□現在             に保管してあります。 

□平成   年   月ころまでありました。 

□自分で処分しました。（後記（２）のとおりです）。 

□貸主（大家）が処分しました。 

⇒□ゴミとして廃棄しました。 

□貸主（大家）が売却しましたが， 

[□未払賃料 □原状回復費用]に充当されました。 

□そのまま置いてきたので詳細はわかりません。 

◆置いてきたものの処分価値は， 

□ありません。 

□あります。⇒約   万円。 

（２） 処分した動産類は，次のとおりです。  

★著しく安く処分した場合は，後記５の一覧表に記載してください。 
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処分した時期 処分した物 処分先 処分方法 処分金額 使いみち 

① 平成 年 月 
     

② 平成 年 月 
     

③ 平成 年 月 
     

④ 平成 年 月 
     

 

３ 売掛金・貸付金等の債権について 

（１） □別紙財産目録記載のとおりです 

（□別途，別紙を作成して添付しました）。 

 □もともとありません。 

 □平成   年   月ころまでありました。 

（２）回収した売掛金・貸付金等は，次表のとおりです。 

（申立て前６か月間について） 

 回収した時期 回収した相手 回収金額 使いみち 

① 平成 年 月    

② 平成 年 月    

③ 平成 年 月    

④ 平成 年 月    

 

  

番号（     ）について，以下の資料を

提出します。 
□処分を証する資料 

□売買契約書（写し） 
□質札（写し） 
□その他 
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４ その他のおもな営業用資産・施設について 

（１）□別紙財産目録のとおりです。 

□もともとありません。 

□平成   年   月ころまでありました。 

（２）処分したその他の営業用資産・施設は，次のとおりです。 

 処分した時期 処分した物 処分先 処分方法 処分金額 使いみち 

① 平成 年 月      

② 平成 年 月      

③ 平成 年 月      

④ 平成 年 月      

 

５ 業務停止の前後に資産を著しく安く処分したり贈与したことは 

□ありません。 

□あります。 

⇒詳細は，次表のとおりです。（□別途，別表を作成して説明しました。） 

 処分した時期 処分した資産 処分先 処分方法 処分金額 使いみち 

① 平成 年 月      

② 平成 年 月      

③ 平成 年 月      

④ 平成 年 月      

 

６ 事業停止の前後に一部の債権者にだけ債務を支払った（代物弁済や債権譲渡等

を含む）ことは 

番号（     ）について，以下の資料を提出します。 

□処分を証する資料 

□不動産登記簿謄本 

□売買契約書（写し） 

□質札（写し） 

□その他 
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□ありません。 

□あります。 

⇒詳細は，次表のとおりです。（□別途，別表を作成して説明しました。） 

 行為の時期 相手 行為の内容 その事情 

① 平成 年 月    

② 平成 年 月    

③ 平成 年 月    

④ 平成 年 月    

 

７ 事業停止の前後に一部の債権者だけに担保の設定等の行為をしたことは 

□ありません。 

□あります。 

⇒詳細は，次表のとおりです。（□別途，別表を作成して説明しました。） 

 行為の時期 相手 行為の内容 その事情 

① 平成 年 月    

② 平成 年 月    

③ 平成 年 月    

④ 平成 年 月    

 

第４ 予備欄 

記入欄に記載しきれなかった場合や特に述べたいことがあったら記載してくださ

い。書ききれない場合には別紙を作成して添付してください。 
 

                                     

                                     

                                     

                                     

                                     

                                     
 

（以 上） 



1

現　　金（官報掲載料）

（管財事件の予納金）

１０，５８４～１３，８３４円

５０万円～

　申立てと同時に納付していただきま
すので，左記の現金を持参してくださ
い。郵便等で申立てをされた方には，
納付に必要な書類を送付しますの
で，それに従ってください。納付をさ
れない場合には，破産手続開始申立
てや免責許可申立てが却下されま
す。

　なお，上記現金が余る場合は口座
振込で返還しますので，還付先とな
る銀行等の口座について記載できる
ようにご準備ください。

2 収入印紙（申立手数料） １，５００円
＜内訳＞
破産手続開始申立費用 １，０００円
　　　免責許可申立費用 　　５００円

3

郵便切手

（通知呼出料等・同時廃止
の場合）

５００円×２枚
８２円×（債権者の数＋６）枚

５０円×１枚
２０円×１枚

２円×１枚

※　債権者の数とは，債権者一覧表
に記載された債権者（支店等が異な
る場合は支店等ごと）の数です。

4

あて名書きをした封筒

（債権者全員の分
及び申立人の分）

5 その他の費用等について

破産手続申立ての際に必要な費用など

鳥取地方裁判所　民事部　破産係　

　破産・免責手続で，裁判所から債権者および申立人にあてて郵便を
出すことになりますが，その際の事務をできるだけすみやかに行うた
めに，債権者および申立人の郵便番号と住所と名前（名称）をあて名
書きしたものを，あなた（申立人）の方で用意していただくものです。
　封筒サイズはなるべく無地の長形３号のものを使用してください。
　通知等は裁判所から発送しますので，差出人の記載はしないでくだ
さい。
　また，各記載については正確に行ってください。

　破産申立ての個別の事情等により，上記以外にも費用が必要にな
る場合があります。詳しくは破産裁判所にお尋ねください。



破産手続申立書　　＜　記 載 例　＞

鳥取地方裁判所　民事部　破産係　

　本書は，破産手続申立書を作成する際の参考としていただくための記載例です。
　
　申立書・陳述書・債権者一覧表・財産目録の順番に並んでいます。

　それぞれの項目の記載事項については，例示であり，実際の事例とは異なりますのでご了承ください。

　破産手続の概略については，備置きのパンフレットなどをご覧ください。



収入印紙１５００円 

 （消印しない） 

＜記載例＞ 破産手続開始・免責許可申立書（管財用） 

現 住 所 （ 送 達 場 所 ） 

（方書も記載） 

〒６８０－００１１ 

鳥取市東町２丁目２２３番地 鳥取東町アパート５０５号室 

住 民 票 上 の 住 所 

（現住所と違うとき） 

〒６８０－００１１ 

鳥取市東町５丁目〇〇〇番地〇〇  

ふ り が な こ う の    た ろ う 

申 立 人 氏 名 甲  野  太  郎 

生 年 月 日 □大正☑昭和□平成□西暦 〇〇年１２月１２日 

連 絡 先 電 話 番 号  ０８５７-２２-〇〇〇〇  自宅・勤務先・携帯・（  ） 

最初の借入後に変動があ

る場合の旧住所・旧氏名 

旧住所 鳥取市西町６丁目△△△番地△△ 

旧氏名 乙 原 太 郎 

代 理 人 等 住 所 

（弁護士又は司法書士） 

〒   － 

代 理 人 等 氏 名 

（弁護士又は司法書士） 

 

代 理 人 等 連 絡 先     -    -     

 

申立ての趣旨 

   申立人（債務者）につき破産手続を開始する。 

   破産者につき免責を許可する。 

  との決定を求める。 

申立ての理由 

   申立人（債務者）は別紙陳述書及び債権者一覧表のとおりの債務を負担す

るところ，その収入，財産は別紙陳述書及び財産目録記載のとおりであっ

て，支払不能の状態にあります。 

   よって，申立ての趣旨記載のとおりの決定を求めます。 

 

  平成〇〇年△△月□□日 

                申立人   甲 野 太 郎  ㊞ 

鳥取地方裁判所 御中 

貼用印紙     円  

郵便切手     円  

 



収入印紙１５００円 

 （消印しない） 

＜記載例＞ 破産手続開始・免責許可申立書（同時廃止用） 

現 住 所 （ 送 達 場 所 ） 

（方書も記載） 

〒６８０－００１１ 

鳥取市東町２丁目２２３番地 鳥取東町アパート５０５号室 

住 民 票 上 の 住 所 

（現住所と違うとき） 

〒６８０－００１１ 

鳥取市東町５丁目〇〇〇番地〇〇 

ふ り が な    こ う の    た ろ う 

申 立 人 氏 名   甲  野  太  郎 

生 年 月 日 □大正☑昭和□平成□西暦 〇〇年１２月１２日 

連 絡 先 電 話 番 号 ０８５７-２２-〇〇〇〇  自宅・勤務先・携帯・（  ） 

最初の借入後に変動があ

る場合の旧住所・旧氏名 

旧住所 鳥取市西町６丁目△△△番地△△ 

旧氏名 乙 原 太 郎 

代 理 人 等 住 所 

（弁護士又は司法書士） 

〒   － 

代 理 人 等 氏 名 

（弁護士又は司法書士） 

 

代 理 人 等 連 絡 先     -    -     

 

申立ての趣旨 

   申立人（債務者）につき破産手続を開始する。 

   本件破産手続を廃止する。 

   破産者につき免責を許可する。 

  との決定を求める。 

申立ての理由 

   申立人（債務者）は別紙陳述書及び債権者一覧表のとおりの債務を負担す

るところ，その収入，財産は別紙陳述書及び財産目録記載のとおりであっ

て，支払不能の状態にあるとともに，財産をもって破産手続の費用を支弁す

るのに不足する状態にあります。 

   よって，申立ての趣旨記載のとおりの決定を求めます。 

 

  平成〇〇年△△月□□日 

               申立人   甲 野 太 郎  ㊞ 

鳥取地方裁判所 御中 

貼用印紙     円  

郵便切手     円  

 



＜記載例＞ 添 付 書 類 等 

全件共通 

添付した書類 通数 備考欄 

１ 陳述書  １  

２ 債権者一覧表  １  

３ 財産目録  １  

４ 住民票写し  １ 世帯全員のもの 

５ 所得証明書又は給与明細書  ３ 給与明細書は直近３か月分 

６ 預貯金通帳の写し  ５ 表紙及び過去１年分（申立直前

に記帳，一括記載がある場合は

取引明細書も必要） 

※以下の書面につき，添付したものは□に✔（又は■）をする。 

申立てごとに必要となる書面（備考欄に該当する場合に提出する） 

添付した書類 通数 備考欄 

☑ 賃貸借契約書の写し  １ 借家に居住している場合 

☑ 保険証券の写し及び解約返

戻金額証明書 

 ３ 申立人が契約者の場合 

☑ 退職金見込額証明書（又は退

職金支給規程及び計算書） 

 １ 役員又は勤続５年以上の場

合 

☑ 不動産登記簿謄本及び固定

資産評価証明書 

 ３ 申立人が不動産を所有してい

る場合（同居の親族が所有し

ている不動産に居住している

場合は当該不動産の登記簿謄

本も提出する） 

□ 被担保債権残額を証する書面  抵当権が設定されている場合 

□ 不動産を処分した際の契約書等  過去１年以内に処分した場合 

☑ 車検証写し  １ 申立人又は同居の親族が自

動車を所有している場合 

□ 自動車の査定書  初年度登録から普通自動車７年

以内，軽自動車５年以内の場合 

□ 有価証券の写し  株式，出資金等を有する場合 

☑ 生活保護受給証明書  １ 生活保護を受給 

□ 公的年金受給証明書  公的年金を受給 

☑ 失業保険受給証明書  １ 失業保険を受給 

□ 商業登記簿謄本  会社代表者の場合 

□ 確定申告書（直近２期分），決

算書及び事業者用追加陳述書 

 会社代表者又は個人事業主

（現在又は申立前５年以内） 

郵便切手 ５００円（２枚），８２円（債権者数＋６枚），５０円（１枚） 

２０円（１枚），２円（１枚） 

封筒 債権者あて（各１通，宛名が記載されたもの） 
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陳  述  書         ＜記載例＞ 

 

作成日 平成〇〇年△△月□□日 

        申立人（債務者）氏名   甲 野 太 郎 ㊞ 

 

 私は，破産手続開始・免責許可申立事件について，以下のとおり陳述します

（□を付した項は該当するものに✔（または■）を付す。）。 

 

第１ 経歴等  

   最終学歴 昭・平 ６０年３月 鳥取県立鳥取南高校 卒業・中退 

   最終学歴後の経歴（最後の職業は に記載する） 

時期 □自営□勤め□パート・アルバイト□無職□その他 

就業先（会社名等） 地位・仕事の内容 

昭和６０年４月～平成９年３月 □自営☑勤め□パート・アルバイト□無職□その他 

株式会社 東西産業 営 業 

平成９年４月～同３０年４月 □自営□勤め☑パート・アルバイト□無職□その他 

有限会社 西南商店  経理事務 

  年  月～  年  月 □自営□勤め□パート・アルバイト□無職□その他 

  

  年  月～  年  月 □自営□勤め□パート・アルバイト□無職□その他 

  

   現在の職業 

   □自営□勤め☑パート・アルバイト□無職□その他 

   就職（起業）した時期 平成３０年 ５月 

   勤務先   東町建設 株式会社     

   地位・仕事の内容   作業員      

   給料・収入 月約 １８ 万円 賞与 年 約 ３０ 万円 
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  ※ 最近３か月分の給与明細書の写しまたは過去１年分の源泉徴収票の写しまた

は課税証明書の原本を提出してください。 

    現在，事業を営んでいる人または過去５年以内に事業を営んでいたことがあ

る人（会社代表者含む）は，事業（事業内容，負債内容及び従業員の状況など）

に関する陳述書及び自営の場合は過去２年分の確定申告書の写しを，会社代表

者は会社の過去２年分の確定申告書及び決算報告書の写しを提出してください。 

   以外の申立人の収入（年金，生活保護，養育料など） 

   □ ない。 

   ☑ ある。 

種類 月額 

児 童 手 当 

生 活 保 護 

１万円 

５万５０００円 

  ※ 年金の受給証明書，生活保護の受給証明書等を提出してください。 

   最近１年以内に離婚または離縁したことが 

   ☑ ない。 

   □ ある。 平成  年  月  日（相手の氏名         ） 

     その際に財産分与，慰謝料及び養育費等の取り決めをしたことは 

      □ ない。 

      □ ある。 

相手の氏名 対象物等 譲渡または譲受 金額 

         円 

         円 

      ※ 不動産が対象となる場合は，登記事項証明書を提出してください。 

       ※ 内容を約束した書面があれば提出してください。 
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第２ 生活状況等 

   配偶者（内縁や別居も含む），同居の家族 

続柄等 氏名 年齢 職業・学年 収入の種類及び月額 

 妻 

二 男 

長 女 

義 父 

 

甲 野 花 子 

二 郎 

三恵子 

丙 田 八之助 

 

 ４０ 

 １３ 

  ９ 

７６ 

 無 職 

中学１年 

小学３年 

 無 職 

失業手当 ３万円 

    な し 

   な し 

 年 金 ５万円 

  ※ 「収入」欄は，収入の種類（給料，年金，公的扶助等）及び月額を記載する。 

 申立人と同じ家計で生活している者 

   ア 上記 「配偶者，同居の親族」欄に記載の者 

     ☑全員 

     □一部（氏名                       ） 

   イ 上記 「配偶者，同居の親族」欄に記載した以外の者（親族でない同

居人，扶養している別居家族等） 

     □ない。 

     ☑ある。 

関係 氏名 年齢 職業・学年 収入の種類及び月額 

長 男 

 

 

甲 野 一 郎 

 

 

１９ 大学１年 アルバイト・８万円 

  ※ 「収入」欄は，収入の種類（給料，年金，公的扶助等）及び月額を記載する。 

   申立人，家族等に関する特記事項（健康状態等） 

義父丙田八之助は昨年１０月に脳梗塞で倒れ，右半身不随となって入

院中です。医師からは完治の可能性は低いと言われています。 

その他の者については健康状態に問題はありません。 

   現在の住居の状況 

   □自己所有の家屋 □親族（氏名        ）所有の家屋（無償） 

   ☑借家・賃貸マンション・アパート □市営住宅・県営住宅 
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   □その他（          ） 

  ※ 自己所有家屋または親族所有家屋に居住している場合は不動産登記事項証明 

書を，借家に居住している場合は賃貸借契約書の写しをそれぞれ提出してくだ 

さい。 

   家計の状況 

    別添家計収支表のとおり 

   その他特記事項（親族からの援助可能性等） 

 親族はそれぞれの生活で精一杯であり，援助の可能性はありません。 

 

第３ 資産状況等 

   現在の資産は，別添財産目録のとおり 

   ５年以内に相続人になったことは 

   □ ない。 

    ☑ ある。 

    □ 遺産分割未了 

被相続人の氏名・続柄・死亡日 被相続人の資産・相続分 

  

    ☑ 遺産分割済み 

被相続人の氏名・続柄・死亡日 遺産分割の時期・取得した資産・使途 

甲 野 重之助 ・ 父 

 平成〇〇年〇〇月〇日死亡 

１不動産 

 鳥取市湖山町南８丁目６６番地２２の 

              宅地及び居宅 

２郵便貯金２７万円（全額返済に費消しました。） 

  ※ 遺産分割未了の場合は，相続関係を証する戸籍謄本及び相続関係図を提出し 

てください。 
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   最近１年以内に退職したことは 

   □ ない。 

   ☑ ある。 退職した勤務先（ 有限会社 西南商店 ） 

    その際，支給された退職金は   

    □ ない。 

    ☑ ある（ １２０万 円 ）。 

      使途  全額，生活費と借金返済に費消しました。                 

     ※ 支給明細書等を提出してください。 

   現在の勤務先に退職金制度は 

   □ ない。 

   ☑ ある。 

     仮に，現在退職したと仮定した場合，支給される見込みの退職金は 

      ☑ ない。 

      □ ある（約           円）。 

    ※ 退職金見込額証明書もしくは就業規則の写しを提出してください。 

この問いは，現実に退職することを命令するものではなく，単に，現在

仕事を辞めたと仮定した場合の退職金支給額を尋ねるだけです。 

   最近１年以内に処分した資産（不動産，高価な動産等）は 

   □ ない。 

   ☑ ある。 

処分した資産 処分の相手 処分年月日 代金額 

腕時計（オメガ） 

 

有機ＥＬテレビ 

リサイクルショップＡ店 

 

丁川七郎（友人） 

平成２８年 

４月５日 

平成２９年 

１２月２０日 

  １２万円 

 

１８万円 

   ※ 上記の内容がわかる資料を提出してください。 
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第４ 負債状況等 

   現在の負債状況は，別添債権者一覧表記載のとおり 

 多額の借金に至った理由は以下のとおりです。 

  次の から の中から，あてはまるもの（複数にあてはまる場合は全て）を選

んでチェックし，さらに に具体的な事情を記載してください。 

☑  生活費が足りなかったためです。 

※ 当時の職業，収入（月収）及び生活費が足りなくなった具体的な理由 

を， に記載してください。 

  ☑  飲食，飲酒，旅行，趣味としての商品購入（絵画，パソコン，

服，健康器具等），ギャンブル，風俗等にお金を使いすぎたためで

す。 

     ※ 具体的な事情（いつ頃，何に，いくら使ったか，動機等）を に記載 

してください。 

 □  事業の経営に失敗したためです。 

     事業資金として使った金額 合計        円 

 □  住宅ローンが払えなくなったためです。 

      当時の職業           月収      円 

      購入物件 □土地□建物□マンション□その他 

      購入時期 昭和・平成   年   月頃 

      購入金額 合計           円 

      月々の返済金額           円 

      ※ 住宅ローンが支払えなくなった具体的な事情を に記載してく 

ださい。 

□  他人（会社を含む）の借金を保証したためです。 

主たる債務者 関係 保証時期 保証金額 現在残額 

  年  月頃      円      円 

  年  月頃       円      円 

     年  月頃      円      円 

  ☑  その他の事情（具体的な事情は のとおり） 
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  ☑  それぞれの具体的な事情は次のとおりです。 

平成２５年ころアルバイトとして働いており，給料は月１７万円前後ありました。そ

のころローンで４００万円位の自動車を購入しました。その車はすぐに事故を起こし

て廃車にし，また３００万円位の自動車を購入しました。しばらくして勤めていた会

社の給料が減り，支払いが滞るようになりました。その後は，子供の教育資金が必要

になるなど，生活費にも事欠くようになり，借金が増えてしまいました。 

 借金等を完済するのは無理だと思うようになった時期は， 

平成（ ２８ ）年（ ４ ）月ころである。 

その頃の月々の約定返済額は８８，６３７円です。 

その理由 □ 利息が増えて支払額が収入を超えるようになった。 

     ☑ 収入が減った。 

     □ 勤務先を解雇された。 

     □ 借金の申込みを断られた。 

     □ その他                       

その後，借金をしたことが 

 □ ない。 

 ☑ ある。 

   時期 平成２８年５月  金額   ２０万 円 

   借入先   △△△△信販 株式会社  

 借金の返済ができないと思い始めてから一部の債権者に支払ったこと

が 

  □ ない。 

  ☑ ある。 

債権者名 支払期間 支払金額 

〇〇〇金融株式会社 平成３０年１月～３０年３月    ５万  円 

  手形不渡りを出したことまたは銀行取引停止処分を受けたことが 

  ☑ ない。 

  □ ある。 
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手形所持人 時期 手形金額 事由 

 平成  年  月頃       円 不渡・取引停止 

 平成  年  月頃       円 不渡・取引停止 

 

第５ 債権者との状況 

   債権者との間での裁判，差押え等は 

  □ ない。 

  ☑ ある。 

債権者名 裁判所名 事件の内容・事件番号（差押え，支払督

促，訴訟，調停等） 

〇××信販株式会社 鳥取地方裁判所 給料の差押 

平成３０年（ル）第１２８９号 

  ※ 債務名義及び差押命令等の写しを提出してください。 

 

第６ これまでの生活状況等 

 バー，クラブ，スナック，風俗等に行ったことが 

 ☑ ない。 

 □ ある。 

内容 期間 月平均回数 月平均使用金額 

  年 月～ 年 月     回        円 

   ギャンブル（パチンコ，競馬，競輪，競艇，麻雀，宝くじ等）をした 

ことが 

□ ない。 

☑ ある。 

内容 期間 月平均回数 月平均使用金額 

パチンコ 

競 馬 

平成１１年１月～ 

２４年１２月 

  ４ 回 

 ３ 回 

    １万 円 

    ９千円 
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  投資，投機（株式，マンション，先物取引等）をしたことが 

  □ ない。 

  ☑ ある。 

内容 期間 月平均回数 月平均使用金額 

ＦＸ投資 平成２５年５月～ 

平成２７年３月 

   ４回    ８千 円 

 過去５年間に２０万円以上のものを買ったことが 

 □ ない。 

 ☑ ある。 

品名 購入時期 購入金額 保管場所，処分状況 

ロードバイク 

（自転車） 

平成２７年１２月頃  ２３万円 ネットオークショ

ンで売却した。 

   カードで買った商品をお金に換えたり，質入れしたことが 

   ☑ ない。 

   □ ある。 

品名 購入時期 購入価格 換金時期 換金額 

  年  月頃     円  年 月頃     円 

  自分の財産を手元に残すために隠したり，壊したり，安く売却し 

たことは 

□ ない。 

☑ ある。 

品名 購入時期等 購入価格 換金時期等 換金額 

自動車  平成２５年  

１１月頃 

３００万円  平成２６年

１２月頃 

１３万円 

  借金等の申込みの際に住所，氏名，生年月日，収入状況，負債状 

況等を偽ったことが 

☑ ない。 
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□ ある。 

申込みの相手 時期 借入金額 偽りの内容 

     年  月頃     円  

 借金等の申込みを断られたことが 

  □ ない。 

  ☑ ある。 

申込みの内容 時期 申込みの相手 断られた理由 

金銭の借入 平成３０年１月頃 〇×ファイナン

ス株式会社 

審査が通らなか

った 

第７ 関連事件等 

 過去に，破産免責手続を利用して，免責の決定を受けたことが， 

□ ない。 

☑ ある。 平成  １４ 年 １１ 月 ２３ 日 免責決定 

裁判所名： 鳥取 地方裁判所   支部 

破産事件の事件番号：平成１４年（フ）第３９８７号 

 給与所得者等再生による再生手続を利用して再生計画が認められ，その

再生計画に定められた弁済を終了したことが， 

☑ ない。 

□ ある。 平成  年  月  日 再生計画認可決定 

裁判所名：        地方裁判所   支部 

事件番号：平成  年（再ロ）第    号 

再生計画に定めた弁済の終了：平成  年  月  日 

 再生手続を利用して再生計画が認められたが，その再生計画による弁済

を行っている途中で，弁済を続けることが極めて困難となり，再生手続に

よる免責（ハードシップ免責）の決定を受けたことが， 

☑ ない。 

□ ある。 平成  年  月  日 再生計画認可決定 
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裁判所名：    地方裁判所   支部 

再生事件の事件番号：平成  年（再イ・ロ）第   号 

 ※ 破産，免責，個人再生に関する決定書の写しを提出してください。 

 



当初借入日 最終支払日 原因・使途

保証人の有無
（原因は，該当するもの
を選択する）

（保証人名）
（保証債務の場合は主
債務者名を記載する）

Ｈ２４・４・１０ Ｈ２８・５・２６ 原因 Ⓐ　B　C　D

使途・内容

５００，０００円 １０５，８３９円 （生活費の借り入れ）

☑なし

Ｈ２７・１０・２１ Ｈ３０・３・４ 原因 Ⓐ　B　C　D

使途・内容

３５０，０００円 ２１７，０９５円 （趣味・娯楽資金）

☑なし

Ｈ２８・５・１ Ｈ２８・１２・１３ 原因 Ⓐ　B　C　D

使途・内容

６５０，０００円 ５９９，１１６円 （返済資金・生活費の借り入れ）

☑なし

Ｈ２８・８・１０ Ｈ２９・１・６ 原因 A　Ⓑ　C　D

使途・内容

３８０，０００円 ３３４，６１７円 （家電製品の購入）

□なし

Ｈ２８・１１・２２ Ｈ２９・１１・２２ 原因 A　B　Ⓒ　D

使途・内容

５，０００，０００円 ４，８７４，１０８円 （主債務者・甲野一郎）

☑なし

Ｈ２９・８・１５ 　　　・　　　・ 原因 Ⓐ　B　Ｃ　D

使途・内容

５００，０００円 ５００，０００円 （生活費の借り入れ）

□なし

2

3

4

5

6

３　「原因」欄は，A＝現金の借り入れ，B＝物品購入，C=保証，D=その他を記載してください。

株式会社〇〇〇〇〇銀行　鳥取駅北支店 ☑あり
（甲野花子）

　〒６８０　－　９９９４

鳥取市西海町３丁目６番１２号

  TEL０８５７ ( ＊＊ )　＊＊＊＊  

　　　　２　各ページにはページごとの小計金額を最後のページには総合計金額を記載してください。

小　計

総合計

　　　　　　　　　　　　６，６３０，７７５　　　円

　　　　　　　　　　　　６，６３０，７７５　　　円

（注）　１　債権者ごと（支店が異なる場合は各支店ごと）に番号を付し，同一債権者に２口以上の借り入れ等
　　　　　　がある場合は，枝番を付けた上，借入等ごとに１欄を使用してください。

鳥取〇□信用株式会社　本店営業部 □あり
（　　　　　　　）

　〒６８０　－　９９９５

鳥取市港北町７丁目６番地１号

  TEL０８５７ ( ＊＊ )　＊＊＊＊  

東京□□ファイナンス株式会社 ☑あり
（甲野花子）

　〒１００　－　＊＊＊＊

東京都梅花区寿町３丁目８番１１号

  TEL０３ ( ＊＊ )　＊＊＊＊  

△△△△信販株式会社 □あり
（　　　　　　　）

　〒６８０　－　９９９６

鳥取市山光町６丁目８番１号

  TEL０８５７ ( ＊＊ )　＊＊＊＊  

〇〇〇金融株式会社 □あり
（　　　　　　　）

　〒６８０　－　９９９７

鳥取市川田町１丁目９番地３７

  TEL０８５７ ( ＊＊ )　＊＊＊＊  

債　権　者　一　覧　表　　　　　　　　　　　　　　　　＜記載例＞

〇××信販株式会社

　〒６８０　－　９９９８

鳥取市東町９丁目８番１号

  TEL０８５７ ( ＊＊ )　＊＊＊＊  

□あり
（　　　　　　　）

債権者氏名（名称）

債権者住所（所在地）
番号

受任通知発送日（平成　　年　　月　　日）

当初借入額 債権額（残額）

1



住居費 

  駐車料代

給　与 (                     分)

自営による収入（申立人分）

自営による収入 （            分） 電気代

ガス代

年　金 (　丙田　八之助  分) 水道代

雇用保険 （　　   　　    分） 電話料金 (携帯電話代含む)

生活保護 （　申立人　 分） 日用品代

新聞代

国民健康保険料（国民年金）

援助 （　　　　　　　　    から）

ガソリン代

交通費

医療費

被服費

教育費 

交際費 

債務返済額 （債務者　　　　）

固定資産税等

＜記載例＞

その他 （甲野花子分・失業手当）

その他 （甲野一郎への仕送り）

5,000

6,800

3,000

12,000

9,300

16,500

年　金 （申立人分）

8,550

6,000

家 計 収 支 表

30,000

4,000

保険料（契約者名　甲野花子）

12,000

保険料（契約者名　甲野太郎）

325,000収　入　合　計 325,000 支　出　合　計

3,200

45,000

50,000

16,000

生活保護費

児童（扶養）手当 10,000 3,150

8,50055,000

食　費 70,000

10,000

7,000

嗜好品代 6,000

車名義
 甲野　太郎

収　　　　　入 支　　　　　出

給　与 （配偶者分） 8,000

費　　目 金額（円） 費　　目 金額（円）

給　与 （申立人分） 180,000 65,000
家賃・地代・
住宅ローン

車名義
 甲野　太郎



手持ち

※ 通 帳 等 の
写し（１年分）
を添付

合計 １１，３９４　　円

※ 通 帳 等 の
写し（１年分）
を添付

１１，６２９円

注４　定期預金等を担保とした貸付がされている場合は，通帳記載の定期預金等の残高から貸付残高を
控除した額を記載する。当該金融機関からの借入れ等の反対債権があり，相殺が確実に見込まれる場合
は，相殺後の残高を記載する。

備考

（普通預金を除
く）

金融機関名

自宅にて保管中

□なし

鳥取□△銀行　駅西支店 普通　１０１９５７

預貯金

普通預金 金額

口座番号 金額

□なし

財　産　目　録　　　　　　　　　　　　　　＜記載例＞

金融機関名 口座番号

〇〇銀行　裁判所南支店 総合　０７２９４６

注１　該当する財産がない場合は，種類欄の「なし」の□に✔(または■)をする。

注３　該当する財産がある場合は，それぞれ備考欄の※印で記載した書類を添付する。

金額

注２ 備考欄には，債権者からの差押えや相殺があるもの，あるいは担保が設定されているものはその旨
を，また，その他参考となる補足事項を記載する。相続財産（遺産分割未了のものを含む）は，相続人の
割合，相続人の数，遺産の内訳等を記載する。

□なし

ゆうちょ銀行　新鳥取城南支店 １１１１００００００４５６ １１，３９４円

５５，７９０円

いなば〇□銀行　本店営業部

種類 内容 財産価格

備考

保管場所

５０，０００円

合計 １８５，８６７　　円

普通　９０７５３６ ６８，４４８円

種類 内容 財産価格

現金

1



円

円

合計
（未解約分）

７０，０００　円

備考

〇〇郵便局　簡易保険 平成３年度

解約の有無・使途

２００，０００　　円

保険解約
返戻金

※ 保 険 証 書
の写しと返戻
金 予 定 額 証
明書を添付月額保険料証券番号

ＬＭ－４４１８７７－１１１

積立金等

種類

種類 財産価格

　　４，５００　円

１１８９７７６－２１ ５，３００　円

円

内容 財産価格

注５　契約者貸付を受けている場合は，解約返戻金額から貸付残高を控除した金額を記載する。

保険会社名 契約年度 解約払戻金額

会社名

□解約済（H   .    .    ）
（使途　　　　　　　 　　）
☑失効
□未解約

※ 積 立 金 等
の書類写しを
添付

注６ 直ちに返還を受けられる性質のものだけではなく，勤務先を退職しないと返還されない約定があるも
のも記載する。

合計

内容

（社内積立，財
形貯蓄，事業
保証金等）

７０，０００　　円

備考

契約年度 金額

☑なし

□解約済（H   .    .    ）
（使途　　　　　　　 　　）
□失効
□未解約

□なし

円

円

□解約済（H   .    .    ）
（使途　　　　　　　 　　）
□失効
□未解約

□解約済（H   .    .    ）
（使途　　　　　　　 　　）
□失効
☑未解約

□□□生命保険 平成２０年度
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　丁原一郎とは，貸金債権を回収しようと何度も連絡を試みたものの，３年以上音信不通の

種類 内容 財産価格

種類

注８　利息制限法への引直し計算をした後の過払金元本額を記載する。

　このような事情から，本債権の現実的な回収の可能性は低いと考えています。

内容 財産価格

合計 ８２，９１３　円

合計

注９　破産手続申立時に退職した場合に支給される予定額の８分の１相当額を記載する。ただし，既に退
職した場合又は近日中に退職予定の場合等，退職金が確実に支払われる事情がある場合は，支給見込
額の４分の１を記載する。ただし，雇用主からの借入金がある場合，原則として相殺の対象となるため，退
職金見込額から借入金を控除した金額に上記割合を乗じた金額を記載する。

☑なし

円

金額

〇△□信販株式会社 ８２，９１３　円

種類

退職金
請求権

勤務先

過払金

□なし
□不明

状態です。現在の居所も不明です。また偶然駅で出会って丁原と話をしたという共通の

知人の話によると，勤務先が倒産して生活が困窮していると言っていたとのことでした。

備考

貸付等の残額

備考

　　回収可能性がない事情については，以下のとおりである。

貸付等の相手名及び内容

貸金業者名

回収可能性
□あり
☑なし

勤続年数 退職金見込額

備考

注７　貸付先の倒産や資産欠乏等の事情がある場合は，回収可能性の有無について具体的に記載する。

合計 １５０，０００　円

□なし

貸付金
求償金等

※ 退 職 金 見
込額証明書も
しくは就業規
則を添付

丁原　一郎　（貸金債権）　

内容

１５０，０００　円

財産価格

回収可能性
□あり
□なし
回収可能性
□あり
□なし
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　また近隣の状況については，最寄りの駅から１３ｋｍ以上離れています。最寄りのバス停

までは徒歩４０分程かかります。コンビニやスーパー等の店舗も近所には全くありません。

以上のような理由から，この物件を２０万円以上で売却することは難しいと考えています。

種類

　２０万円以上での売却が極めて困難と認められる事情については，以下のとおりである。

内容

車種 登録番号 時価評価額

１８０，０００　円

０　円

所在地及び地番 地目または家屋番号

合計

家屋番号　８７７番

□なし

平成２０年式　〇〇〇〇〇 鳥取５００　ら　〇〇〇〇 ０　円

注10 時価評価額は，不動産鑑定書ないし査定書により判断する。ただし，これらがないときは固定資産
評価額を基準とした上，不動産の性状（相続財産（遺産分割未了のものを含む）は，相続人の割合，相続
人の数，遺産の内訳等を記載する。），立地条件等に照らして２０万円以上での売却が極めて困難と認め
られるかどうかを踏まえて判断する。また，当該不動産に担保権が設定されている場合，被担保債権額の
残額が不動産の固定資産評価額の１．５倍以上のオーバーローンであるときは資産として評価しない（被
担保債権額の残額を示す資料を添付）。

合計 １８０，０００　円

□なし

鳥取市湖山町南８丁目
６６番地２２

同　上

宅地　250,00㎡

種類 内容

０　円

この家は崖地に建っており，幹線道路に出るには非常に幅の狭い急傾斜の道を通るしかなく

※ 登 記 簿 謄
本 及 び 名 寄
帳を添付

財産価格

自動車
※ 車 検 証 の
写しを添付

所有権留保
□あり
☑なし

所有権留保
□あり
□なし

不動産

備考

　上記の物件は，私の父である亡甲野重之助から相続した家と土地です。築７０年以上と

聞いています。老朽化が進んでいて専門業者からは修繕工事を勧められています。

時価評価額

財産価格 備考

かなりの距離を歩かなければなりません。普通乗用自動車が通行することは不可能です。

駐車場が必要な場合には別に確保しなければなりません。
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合計 円

注13　申立人が現在居住している居住用賃借物件の貸借保証金及び敷金は，破産財団を構成しない財
産とみなす。

注11　レッドブックもしくは業者による査定資料により実質的価値を判断する（査定書を添付）。また，複数
の自動車を所有する場合は，実質的価値の合計額により判断する。ただし，初年度登録から普通自動車
は７年，軽自動車は５年以上を経過したのもの（ハイブリッド車，電気自動車，外国製自動車，排気量２４０
０ｃｃを超えるものを除く）については，無価値とする。

合計 ８０，０００　円

合計 １００，０００　円

□なし

指輪（１８金製）
（貴金属，着
物，電化製品
等）

自動車以外の
動産 時価評価額

※ 査 定 書 を
添付品名 購入年度

財産価格 備考種類 内容

備考

　　回収可能性がない事情については，以下のとおりである。

回収可能性
☑あり
□なし

回収可能性
□あり
□なし

前記以外の財
産 種類（発行会社） 数量 時価評価額

※有価証券等
の写しを添付

□なし

（株式，出資
金，会員権
等）

☑なし

（財産分与，相
続財産，交通
事故による損
害賠償金等）

種類 内容 財産価格 備考

近日中に取得
することが見込

まれる財産
種類 取得予定年月日 金額

注12　株式，手形等については振出人等からの回収可能性の有無について具体的に記載する。

鳥取〇〇××株式会社 １，０００株 １００，０００　円

種類 内容 財産価格

平成２６年度 ８０，０００　円

注12　ごく一般的な通常の生活に必要な物や家族の特有財産は除く。業者の査定資料による処分価額を
記載する（異なる種類の動産の価額も合計して20万円以上か否かにより判断する）。査定書がない場合
は，購入時の金額を記載する。
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